
 

 

 

 

 

  

この（小規模）避難所運営マニュアル

は、災害の規模が小さい場合や比較的少

数の被災者が避難した場合の避難所にお

ける基本的事項等を記載していますの

で、運営の参考にご活用ください。 

串本町（小規模） 

避難所運営マニュアル 

 



 
 

 

 

津波避難モットー 

 ＊避難３原則を忘れずに！ 

    決して諦めることなく 

１秒でも早く、１ｍでも高く！ 

 

避難３原則 

①想定にとらわれない！ 

②状況下で最善を尽くす！ 

③率先避難者になる！ 
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Ⅰ 避難所の運営主体 

１ 避難所の運営は、避難者自身で 

避難所の運営は、過去の災害時における教訓から、避難者自らが行う体制がスムー

ズで立ち直りも早い傾向にあるため、自主防災会（各地区）等の地域住民による運営

を基本とします。 

また、学校施設においては、教職員の協力のもとに、早期に自主的運営ができるよ

うな体制作りをします。 

町職員や施設職員、ボランテイアは、避難者が一日でも早く元の生活に戻ることが

できるよう、避難所運営のサポート役を行います。 

 

２ 避難所運営の中心人物を選出 

避難所運営の中心となる人物については、自主防災会（各地区）等の役員など地域

住民から選出することを基本とし、事前に決めておきます。 

また、その人物が事故あうことも考慮して、代理の選出方法も検討しておきます。 

なお、人物の選出にあたっては、女性等さまざまな避難者の意見が反映できるよう

配慮します。 

避難所運営の中心となる人物は、次のような方です。 

① 自主防災会（各地区）の代表者（区長）副代表者（副区長）防災委員 

② 避難住民の意見で推薦された人 

事前に決めた中心人物は、県や市町村が実施する避難所運営リーダー養成講座等に

参加し、避難所運営に関する手法を習得するようにします。（１避難所あたり少なく

とも３名以上のリーダーを養成します。 

 

３ 中心人物の補助者の設置 

避難生活が長期化してくると、中心となる人物が自宅や仮設住宅に移り、職を離れ

ることが想定されます。その場合に備えて、中心となる人物の補助者を選んでおきま

す。 

また、中心となる人物が避難所を離れる場合、事務引継書を作成し、後任者に業務

内容や注意点等を伝えます。 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
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Ⅱ 避難所における基本的事項 

１ 避難所の開設・点検 

 （１）避難所の開設 

避難所は、町があらかじめ指定している避難施設で、災害発生時や長期の停電時

等において開設し、避難してきた地域住民等が使用します。 

 

 （２）自主防災会等でも鍵を保有 

夜間や休日に、南海トラフ地震等の大規模な災害が発生した場合は、鍵を所管す

る町職員や施設管理者の被災も懸念され、避難所の開設がスムーズに行われないこ

とも予想されます。このような場合に備えて、自主防災会（各地区）等の役員等も

鍵を保管するようにします。 

また、地震の揺れにより解錠する鍵ボックスの設置も有効な手段です。 

 

 （３）施設内への立ち入りには注意 

避難所として開設する予定である施設内への立ち入りについては、建物の倒壊や

宅地の変状による二次災害の危険があるため、可能であれば、有資格者による被災

建築物応急危険度判定や被災宅地危険度判定を実施します。それができない場合

は、施設管理者と避難者の代表が、目視による点検を行い、明らかに使用できると

判断できる部分のみ応急的に使用します。 

 

 

 

２ 居住グループの編成 

（１）世帯を基本単位に居住グループを編成 

１つの居住グループの構成人数は、おおよそ４０名程度が適当です。 

 

（２）居住グループ編成への配慮 

世帯の異なる家族、親戚なども必要に応じて同じ居住グループに編成します。そ

の他に、住んでいた地区を考慮して、できるだけ顔見知りでグループを編成し、安

心できるグループ環境を心掛けます。 

 

３ 区画（部屋）割り 

（１）施設の利用方法を明確に 

避難所として指定されている施設全体を避難所として利用できるとは限りませ

ん。施設管理者と協議し、避難所として利用できる部分を明確にしておき、利用す

る部分以外の施設（敷地）へは、避難者の立ち入りを禁止します。 

 

 

資料２ 
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（２）避難者の居住空間を確保 

避難者の居住する空間については、可能な限り屋内を使用します。 

特に、学校施設が避難所になっている場合は、体育館、特別教室などの利用が考

えられますが、教育活動の再開を考慮しながら設定します。 

また、校長室、事務室、職員室、保健室などは学校運営や避難所運営上必要とな

るため、居住空間としては使用を控えます。 

 

（３）要配慮者を優先 

発災直後は、多数の避難者による混乱が予想されますが、高齢者、障害のある

人、乳幼児、妊婦、難病患者等の要配慮者を優先して室内に避難させます。その

際、和室や空調設備がある部屋などを一般の居住エリアと隔離した身近な福祉スペ

ースとして設置し、要配慮者のニーズに応じて割り当てます。 

町が、拠点的な福祉避難所を設置した場合は、要配慮者の状態などに応じて優先

順位をつけ、移送します。 

 

４ 避難者名簿の作成（避難者名簿の様式は別紙） 

（１）世帯ごとに記入 

町は、避難者に記入してもらう様式を準備しています。 

  記入項目は、主に次の様な項目です 

  ① 氏名（ふりがな） 

  ② 性別 

  ③ 年齢 

  ④ 続柄（例：妻・息子・娘・父・母・・・・） 

  ⑤ 住所 

  ⑥ 緊急時の連絡先（例：親戚・知人・担当民生委員・・・・） 

  ⑦避難者名簿の掲示・公開における同意の有無 

  ⑧避難所内での居住場所（居住グループ） 

  ⑨特に留意する事項 

１）持病については、病名の把握とともに、疾患に応じた医薬品や人工透 

析、人工呼吸器など特別な対応の必要性 

２）障害については、障害の種別（視覚、聴覚、精神等） 

 

  その他、必要と思われる事項は独自に付け加えます。 

  例：介護保険の要介護認定者であれば、担当ケアマネージャーの連絡先など 

〇名簿等の個人情報の管理は責任者を決めて、鍵の施錠のできるところに管理し 

ます。 

〇避難者の中に、配偶者からの暴力、ストーカー行為、児童虐待等の被害を受け、 

加害者から追跡されて危害を受ける恐れのある者等が含まれる場合があることか

ら、加害者等に居所等が知られることのないよう当該避難者の個人情報の取扱い 
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には特に注意します。 

○視覚障害や手の負傷等のために自分で記入できない方については、名簿管理者が 

聞き取った上で作成するようにします。 

○避難者受入時に、「資料２４ 避難所における感染症評価（症候群サーベイラン 

ス）用紙」を活用し、避難者の健康状態を把握します。 

 

 

 

 

（２）緊急を要する要望を同時に調査 

病院・社会福祉施設などへの搬送希望など、緊急を要する要望については、名 

簿記入時に同時に調査を実施します。 

 

資料３－１ 
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Ⅲ 避難所の空間配置 

１ 居住空間の管理 

（１）居住空間の区画整理 

居室内の通路は、各世帯の区画の一辺が必ず面するような形で設定します。通路

や世帯同士の区画境界は、敷物で区別する他に、可能であればビニールテープ等で

分かりやすく表示します。 

一度決まった居住空間の変更は容易ではないため、避難所の開設直後の区画整理

は慎重に行います。平常時にどのように区画整理をするのか図面を作成することが

必要です。 

通路分の面積を別途確保（車いすでの通行を考慮し、１ｍ以上の幅を確保）し、

１人あたり荷物スペースも含め３㎡程度（要配慮者については４㎡程度）を目標と

して居住空間を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）プライバシーを確保 

室内テント、カーテン式間仕切りや段ボール間仕切りなどを用いて空間を確保し

ます。空間の確保にあたっては、要配慮者、男女のニーズの違いなど男女双方の視

点、プライバシーの確保に配慮します。 

【住居空間の整理例】

3㎡

 2ｍ（少なくとも1ｍ以上）確保

 2ｍ（少なくとも1ｍ以上）確保

単身

3㎡ 3㎡

3㎡ 3㎡

3㎡ 3㎡ 3㎡ 3㎡ 3㎡

3㎡ 3㎡

2人世帯

3㎡ 3㎡

3㎡ 3㎡

3㎡ 3㎡

受付

入口 入口

4人世帯

3㎡ 3㎡

就
寝
ス
ペ
ー
ス

荷
物
ス
ペ
ー
ス

1.5ｍ

2.0ｍ
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（３）定期的な清掃の実施 

感染症対策や衛生面の確保のため、清掃を行います。 

 

（４）居室の再編 

避難者の減少に伴って、居室の移動、居住グループの再編などを行います。そ 

   の実施については、避難所運営本部会議で決定します。また、居室の移動に伴う 

   混乱を防ぐため、あらかじめ避難者に周知を図るとともに、決定から実行まで十 

   分な期間をおきます。 

学校が避難所となっている場合は、学校の教育活動の早期再開のため、避難者 

   全員が協力します。 

 

 

２ 共有空間の管理 

 

★ 避難所運営には、居室空間の他に、避難者が共同で使用する様々な空間が必要とな   

ります。 ★ 

 

（１）避難所運営本部室 

発災直後は避難所となる施設の一部を避難所運営本部とし、町災害対策本部、施

設職員、町担当職員と連絡を密にとりながら対応策を講じていきます。 

また、電話やパソコン機器の使用可能な場所を確保します。 

 

（２）情報掲示板 

避難所内の人々に伝えるべき情報の貼り紙などを行います。より多くの避難者の

目にふれるように、施設の入口付近に設置します。聴覚障害のある人への対応のた

めにも、伝達事項はできるだけ掲示します。また、視覚障害のある人に対しては、

掲示した情報の内容を別途伝達する配慮が必要です。 

 

（３）受付 

避難所の入口近くに設けます。外来者へは用件を確認し、面会場所や居住空間等

の立入禁止区域など避難所でのルールを簡単に説明します。 

特に、女性や子供の安全確保の観点から、外部からの不審者の侵入を防ぐことが

重要です。 

 

（４）仮設電話 

ＮＴＴでは、災害時に避難所に特設公衆電話を設置しますので、長電話や夜間の

通話の自粛などルールを設定して、避難者に周知徹底します。 

 

（５）食料・物資置場 
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救援物資などを収納、管理するための場所が必要であり、直射日光が入らない冷

暗所で、駐車場からの搬入が便利である施錠可能な場所が最適です。 

特に食料の保管場所は、食品ごとに整理整頓し、保存期間等を確認しやすくする

ほか、生鮮食料品等の保存のための冷蔵庫も可能な限り準備します。 

 

（６）食料・物資の配給所 

食料や物資を配給するための場所を設置します。天候に左右されないためにも、

屋根のある場所、もしくは屋外の場合にはテントを張って対応します。 

 

（７）調理室 

調理室（給食室）などがある場合は、炊き出しなどのために利用できるか施設管

理者と協議します。使用できない場合は、テントを設置する等して屋外に調理場を

設置します。 

火気を扱う場合は、火の元には十分注意を払うよう呼びかけを行います。 

 

（８）医務室 

すべての避難所に救護所は設置されないため、施設の医務室を利用するなどし

て、応急の医療活動ができる場所を設置します。 

医療室がない場合は、巡回や応急の医療活動ができるようなスペースを確保し

ます。（気分がすぐれなくなった方の休憩場所としても使用します。） 

 

（９）身近な福祉避難所 

避難所に要介護者や在宅療養者などの要配慮者がいる場合には、できるかぎり 

専用の居室を設けます。１階で出入口に近く、日当たりや換気が良く、医務室や 

トイレに近い部屋を選び、床に断熱材を敷くなど、要配慮者に配慮した部屋にし 

ます。 

 

（10）感染症の疑いのある方の専用スペース 

 発熱や咳等、感染症の疑いのある症状が出た方には、専用のスペースを確保し 

ます。その際、スペースは可能な限り個室とするとともに、専用のトイレを確保 

するなど、一般の避難者とはゾーン、動線を分けます。 

 同じ兆候・症状のある人々をやむを得ず同室にする場合は、パーティションで 

区切るなどの工夫をするようにします。 

 

（11）乳幼児・育児室 

乳幼児を伴って避難している場合は、子供の泣き声などで周囲に迷惑をかけな 

いように気遣うなど、特に母親は大きなストレスを抱えがちです。   

落ち着いて授乳でき、乳幼児の危険となる障害物がないような場所を用意しま 

す。 



8 
 

 授乳のための環境を整えるため、専用の部屋の確保もしくは室内テントを用意し

ます。 

 

（12）更衣室 

プライバシーを保護することが困難な避難所生活においては、男女別に更衣ため 

の空間を確保します。 

専用の部屋の確保もしくは室内テントを用意します。 

 

（13）給水場 

設置場所は、水の運搬や漏水を考慮し、かつ清潔さを保つために、屋根のあるコ 

ンクリート部分とします。 

 

（14）ペット飼育スペース 

ペットがいる場合には、鳴き声や臭気が避難者の迷惑にならないよう、居室空間 

からある程度はなれた、学校であればグラウンドの一角や避難所の隅などの屋外に 

ペット飼育スペースを確保します。 

 

（15）洗濯場・洗濯物乾し場 

生活用水が確保しやすい場所を選んで、共同の洗濯場を確保します。 

洗濯物乾し場は、日当たりの良い場所を選んで、共有場所と女性専用の場所を確 

保します。 

 

（16）仮設トイレ 

屋外で安全に行ける場所で男女別のほか男女共用も設置します。設置場所は、調 

理場や居住空間から距離をあけ、臭いなどの問題が起こらないよう注意し、高齢者 

や障害のある人専用に、近くで、バリアフリー対策をしたトイレを近くに設けま 

す。 

また、日没後の利用も考慮して、通路等に十分な明かりを用意することも必要と 

なります。 

トイレの確保と管理については「避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライ 

ン（平成２８年４月内閣府）」や「マンホールトイレ整備・運用のためのガイドラ 

イン（平成２８年３月国土交通省）」を参考とします。 

 

（17）風呂 

原則として屋外に設置します。場所については施設管理者と十分に協議します。

また、日没後の利用も考慮して、風呂への通路等に十分な明かりを用意することも

必要となります。 

 

（18）ごみ置き場 
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臭気や衛生の問題から、居室空間からある程度離れ、ごみ収集車の作業が円滑に

できる位置に、ごみ置き場を設置します。分別収集を徹底し、種類別に集積場を区

分します。 

 

（19）喫煙場所 

非喫煙者への配慮や火の元の管理という意味で、屋内は禁煙とします。 

居室空間からある程度離れた屋外に喫煙場所を設け、灰皿もしくは水を入れたバ

ケツ等を設置します。 

なお、もともと敷地内全面禁煙となっている学校が避難所となっている場合は、

その敷地内での喫煙は禁止とします。 

 

（20）駐車場 

施設管理者と相談し、必要最小限のスペースを確保します。その際も緊急車両や

救援物資車両の乗り入れに支障がない場所に限定します。 

なお、一時外出の際の駐車位置の確保は、他の避難者等とのトラブルにつながる

ことから認めないようにします。 

また、車内に寝泊まりすることは原則認めませんが、発災直後で避難スペースが

不足する等やむを得ない場合は、一時的に認めることとします。 

●静脈血栓塞栓症（エコノミークラス症候群）を発症するおそれがあることから、

予防のためのチラシの配布や保健師等の巡回等により周知を行います。 

 

 

●車中泊者の氏名や人数等を把握するため、車中泊者に避難者名簿の様式を配布、

記入を依頼し名簿を作成します。 

 

 

（21）遺体安置場所 

災害の状況によっては、一時的に遺体を安置する必要があります。遺体を収容し

た場所には、遺体搬出後も避難者を入れないようにします。 

 

（22）相談スペース 

個人のプライバシー等に配慮した、相談スペース（個室）を設けます。 

 

 

★ 避難者が減少し、スペースに余裕ができれば、避難所運営本部会議や施設管理者と  

協議して避難者の要望に応じて、次のような共有空間を設置します。 ★ 

 

 

 

資料５ 

資料３－２ 
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①食堂  

衛生面を考慮し、居住空間と食事をするための空間を分け、食事専用の空間

を設置します。 

空間に余裕ができたら、食事専用の空間を設置します。 

 

②子ども部屋・勉強部屋  

子供の遊び場としての部屋及び中・高生の勉強のため、専用の部屋の確保も

しくはスペースを用意します。 

また、各々の部屋を確保できない場合は、昼間は子供部屋として、夜間は勉

強部屋として使用する等の時間による使用用途の変更を行います。 

 

③娯楽室  

消灯時間の制限を設けない、比較的自由に使用できる多目的スペースを設け

ます。 
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Ⅳ 避難所生活ルール 

 多くの避難者が共同生活を送るため、避難者が互いにルールを守って心地よく生活を

送っていくことが必要です。女性、子供、若者、高齢者、障害者等の多様な主体の意見を

踏まえルールづくりを行います。避難所運営本部で避難所の生活ルールを策定し、避難者

に周知徹底を行います。 

 

１ 生活時間 

①起床時間：○時○分 

②消灯時間：○時○分 

③食事時間 

朝  食：○時○分 

昼  食：○時○分 

夕  食：○時○分 

  ④避難所運営本部会議：〇時〇分 

 

 

２ 生活空間の利用方法 

① 居住空間は、基本的には屋内とし、室内をほぼ世帯単位で区画を区切って使用 

し、その区画は世帯のスペースとして使用します。 

② 居住空間は、ほこり防止や衛生環境の確保のため土足厳禁とし、脱いだ靴は各自 

がビニール袋等に入れ保管します。 

③ 共有空間は、使用する用途によって屋内外に確保します。 

④ 来訪者の面会は共有空間や屋外とします。 

⑤ 屋内は禁煙とします。 

⑥ ペットは身体障害者補助犬を除き原則居住空間に持ち込めません。 

  

３ 食事 

① 食事の配給は、居住グループ単位で行います。 

② 小麦、そば、卵、乳、落花生の有無については重篤な食物アレルギーを引き起こ 

す可能性があるので、これらの材料が少量でも含まれている場合は、食物アレルギ 

ー対象食料を配膳場所に掲示するなど、避難者が分かるようにします。 

また、食事の配膳時に食物アレルギーの有無について声掛けを行い確認するよう 

にします。 

③ 食物アレルギーがある避難者の誤食事故防止に向けた工夫として、周りから目視 

で確認できるよう食物アレルギーの対象食料が示されたビブス、アレルギーサイン 

プレート、または食物アレルギー防災カード等を活用することも有効です。 
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４ 清掃 

① 世帯の居住空間は、各世帯で清掃を行います。 

② 共通の通路などは居住グループ内で話し合い、協力して清掃します。 

③ トイレなど避難者全員で使用する共用部分については、活動班の指示に従って、 

全員が協力して清掃します。 

 

 

５ 洗濯 

① 洗濯は世帯や個人で行います。 

② 洗濯機や物干し場など、避難者全員で使用するものについては、各人の良識で 

 使用し、独占してはいけません。 

③ 男性立入禁止とした女性専用の物干し場を設置します。 

 

 

６ ごみ処理 

① 世帯ごとに発生するごみは、それぞれの世帯の責任で、共有のごみ置き場に捨 

てます。 

② ごみは、必ず分別して捨てます。 

 

 

７ プライバシーの確保 

① 世帯の居住空間は、平常時の「家」同様、その世帯が占有する場所と考え、み 

 だりに立ち入らないようにする必要があります。 

② 居住空間でのテレビやラジオは周囲の迷惑になる可能性があるため、使用する 

 場合は、イヤホンを使用します。 

 

 

８ 携帯電話の使用 

居住空間での携帯電話での通話は禁止します。通話は屋外や定められたスペースで 

のみ可能とします。また居住空間ではマナーモードに設定し他の避難者へ迷惑になら 

ないようにします。 

 

 

９ 火災防止 

① 屋内での喫煙は厳禁とします。喫煙は定められたスペースでのみ可能とします。 

② 屋内でストーブなどを使用する場合は、使用箇所と時間などを取り決め、責任 

 者を決めて火の元の管理を行います。 
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 １１ 

 １１ 

10 ペットの取扱い 

① 居住空間へのペットの持ち込みは、身体障害者補助犬を除き原則禁止としま 

す。 

② ペットは、敷地内の専用スペースで飼い主が責任を持って管理します。 

 

 

 

11 防犯 

特に女性、子供、高齢者は、人目のないところを一人で歩かない、明るい時間 

   に移動する、移動するときは声を掛け合う、トイレに行くときは一人で行かない 

など注意することが必要です。 

 

 

12 健康管理 

避難者は各自で健康管理を行い、体調不良等がある場合は、速やかに避難所運 

   営スタッフに相談します。 

相談を受けた避難所運営スタッフは、「資料８ 避難所における感染症評価 

（症候群サーベイランス）用紙」を活用して健康状態を把握し、感染症の疑いが 

ある場合は、「資料１０ 避難所における隔離予防策」を参考として可能な限り 

の隔離予防策等を行うとともに、速やかに保健所に報告します。 

また、避難者が各自で日々健康状態を確認できるよう、避難所における感染症 

   評価（症候群サーベイランス）用紙を避難所内に掲示又は配付します。 

 

 

13 ソーシャルディスタンスの確保 

感染症対策のため、避難者及び避難所運営スタッフ※は、人との距離をできる 

   だけ２ｍ（少なくとも１ｍ以上）空けます。 

※避難所運営本部員や班員等、避難所運営に従事する者 

 

 

★ その他新しい生活ルールが必要となった場合や、ルールの変更が必要となった場合   

は、適宜避難所運営本部会議で検討を行います。 ★ 

 

 

資料４ 
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Ⅴ 避難所の統廃合・撤収 

１ 方針の周知 

  ライフラインの復旧、流通の回復、住まいの確保ができた段階で、避難所運営本部 

は、施設管理者及び町と相談し、避難所の統廃合または撤収の方針を決めます。 

  その方針をできるだけ早く避難者へ示すことによって、避難者に自立の目標を持って 

もらいます。 

 

 

２ 避難所の統廃合 

  各避難所の過密状態が解消された後は、避難所の統廃合を進めます。学校、民間施設 

を優先的に廃止し、最終的に学校以外の施設に集約します。 

  なお、統廃合にあたっては、地域のコミュニティや避難所で形成されたコミュニティ 

の維持に配慮することが必要です。 

 

 

３ 避難者への移動の要請 

  避難所の統廃合・撤収により、避難者が他の避難所に移動する場合は、ボランティア 

等の協力を得ながら、移動や荷物の運搬等の支援を実施します。 

 

 

４ 在宅避難者や車中泊者の名簿の引継ぎ 

  避難所を解消する際に在宅避難者や車中泊者が残っている場合は、町の災害対策本部 

に名簿台帳等を引継ぎます。 

 

 


